
事業番号 - - -

（ ）

物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金は、地方公共団体が物価高で困難な状況にある生活者・事業者を地域の実情に応じてきめ細かく支援できるようにするために措置
された。

令和6年度要求

-

-

-

-

(目)

当初予算＋補正予算に対する執行額
の割合（％）
=(G)/｛(A)+(B)｝

-

主な増減理由（・要望額・予備費）

-

令和6年度要求

事業概要URL
-

(項)令和5・6年度
予算内訳

（単位：百万円）

歳出予算項・目 令和5年度当初予算

計（A) -

-

執行率（％）
=(G)/(F)

- - -

2023 府 新23 0012

内閣府

政策 －

事業の目的
（5行程度以内）

物価高に最も切実に苦しんでいる低所得者に迅速に支援を届けるとともに、物価高で困難な状況にある生活者・事業者に対し、地方公共団体が地域の実情に応じたきめ細やか
な支援を行うことができるよう、事業に要する費用に対し、国が交付金を交付することにより、エネルギー・食料品価格等の物価高騰の影響を受けた生活者や事業者の支援を通
じた地方創生を図ることを目的とする。

地方創生推進室 参事官　平林　剛

会計区分 一般会計

根拠法令
（具体的な
条項も記載）

－
関係する

計画、通知等
デフレ完全脱却のための総合経済対策（令和5年11月2日閣議
決定）

事業名 物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金 担当部局庁 政策統括官（経済財政分析担当） 作成責任者

事業開始年度

施策 －

政策体系・評価書URL

主要経費 その他の事項経費

令和5年度行政事業レビューシート

－

10/10

令和5年度
事業終了
（予定）年度 令和5年度 担当課室

- -

補正予算（B) - - -

1,559,225

1,559,225

令和5年度第1次補正予算

-

予備費等（E) - - - -

予算の
状況

前年度から繰越し（C)

当初予算（A) - - - - -

- - -

-

補助率等

事業概要
（5行程度以内）

エネルギー・食料品価格等の物価高騰の影響を受けた生活者や事業者の支援を通じた地方創生に資する事業を実施するため実施計画を策定した地方公共団体に対し、物価
高騰対応重点支援地方創生臨時交付金を交付する。

実施方法 交付

予算額・
執行額

（単位:百万円）
（インプット）

令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

執行額(G) - - -

計(F)
=（A)+（B)+（C)+（D)+（E)

- - - 1,559,225

現状・課題
（5行程度以内）

翌年度へ繰越し（D) - - - -

-



成果目標①-1の
設定理由
（アウトプット

からのつながり）↓

↓
成果目標①-2の

設定理由
（短期アウトカム
からのつながり）

100

-

アクティビティ①について定性的なアウトカムを設定している理由

-

％ - - -

目標値 ％ - - -

達成度 ％

各地方公共団体が物価高騰対応のた
めに必要な事業を実施する。

実施計画を策定した地方公共
団体数

成果実績 団体 - -

-

改善の
方向性

事業所管部局による点検・改善

地方公共団体に対し、物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金を交付する。

成果目標及び成果実績
①-3

（長期アウトカム）

成果目標 定量的な成果指標 単位 令和2年度 令和3年度 令和4年度

-

成果実績及び目標値の
根拠として用いた

統計・データ名（出典）
/定性的なアウトカムに
関する成果実績

新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金（令和３年度分）の効果検証に係る報告書

活動目標及び活動実績
①

（アウトプット）
当初見込み ％

- -

100

活動目標 活動指標

-

年度

- -

定量的な成果指標 単位

％ -

目標年度
令和4年度

↓

活動内容①
（アクティビティ）

物価高騰対策のために必要な事業の実
施を支援する。

予算額に対する交付決定額
の割合

活動実績

5 年度

事業期間を通じて交付金が物価高騰対
応に効果的であったとする地方公共団
体の割合を高める

事業期間を通じて交付金が物
価高騰対応に効果的であった
と回答した地方公共団体の割
合 達成度

単位 令和2年度

-

目標最終年度

成果実績及び目標値の
根拠として用いた

統計・データ名（出典）
/定性的なアウトカムに
関する成果実績

－

令和2年度 令和3年度

-

事業に関連する
ＫＰＩが定められ
ている閣議決定

等

名称

URL

該当箇所

アウトカム設定について
の説明

令和3年度 令和4年度
5年度

活動見込
6年度

活動見込

-

-

1,788

5

物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金の目的は、エネルギー・食料品価格等の物価高騰の影響を受けた生活者や事業者の支援を通じた地方創生を図るこ
とであるため、事業を計画し、実施した地方公共団体のうち、同交付金が物価高騰対応に効果的であったと回答する地方公共団体の割合を高めることを成果目標
に設定する。

-

-

-％

-

目標値 団体 -

- -

成果目標及び成果実績
①-1

（短期アウトカム）

成果目標

-

物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金の目的は、エネルギー・食料品価格等の物価高騰の影響を受けた生活者や事業者の支援を通じた地方創生を図るこ
とであり、地方公共団体が地域の実情に応じてきめ細かに必要な事業を実施できるよう支援する必要があることから、事業の実施計画を策定した地方公共団体数
を短期アウトカムとして設定する。

目標年度における効果測定に関する評価（令和6年度実施)

-
点検結果 -

-

-

アクティビティ①についてアウトカムが複数設定できない理由

-

-

-- -

成果実績



所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

平成26年度 -

備考

行政事業レビュー推進チームの所見に至る過程及び所見

平成24年度 -

平成25年度 -

公開プロセス・秋の年次公開検証（秋のレビュー）における取りまとめ

その他の指摘事項

-

（選択してください）

（選択してください）

-

平成30年度 -

平成23年度 -

-

関連する過去のレビューシートの事業番号

令和元年度

平成28年度 -

平成29年度 -

令和3年度

平成27年度

令和2年度

令和4年度

上記への対応状況

-

上記への対応状況

-

過去に受けた指摘事項
と対応状況

-

-

-

外部有識者の所見

-



資金の流れ
（資金の受け取り先が
何を行っているかにつ
いて補足する）
（単位：百万円）

内閣府
1,559,225百万円
（一次補正）

予算一括計上、実施計画確認、移替配分計画作成

関係府省

【移替】

地方公共団体に対する交付金の
交付、指導監督等

【交付】

地方公共団体

実施計画に基づき事業の実施


